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は じ め に 

武蔵村山市では、協働のまちづくりを推進するため、平成１７年度に『武蔵村山市市民

活動団体との協働に関する指針』を策定し、平成１８年度には協働事業を進めるための手

引として『武蔵村山市市民協働推進マニュアル－パートナーシップのまちづくりをめざし

て－』を策定しました。 

平成２０年度には、指針に掲げる市民協働の基本的な考え方を具体的に実現するための

第一歩として、「武蔵村山市市民協働まちづくり研究会」を設置し、その成果を『武蔵村山

市市民協働まちづくり研究会報告書』にまとめ、研究会で抽出した諸課題を具体的に検討

するために平成２１年度に「武蔵村山市市民協働推進会議」が設置されました。 

協働事業提案制度は、平成２２年３月に武蔵村山市市民協働推進会議から報告を受け、

武蔵村山市で事業の実施に向けた検討を行い、平成２３年度に創設された制度です。この

制度により、平成２３年度から令和５年度までの間に延べ４２事業が協働事業として採択

され、翌年度に事業が実施されています。本制度による事業の成果を今後の協働事業に生

かし、より質を高めていくとともに、本制度の信頼性・透明性の向上を図ることを目的と

して、武蔵村山市協働事業提案制度令和５年度実施事業報告会を開催しました。 

 地域における様々な課題の中には、市民や地域で活動されている団体だからこそ見えて

くるものもあると同時に、行政だけでは対応が困難な場合もあります。市政への市民参加

を促進し、市民による地域の課題、社会的課題の解決につなげ、暮らしやすい武蔵村山市

の実現のために、この「協働事業提案制度」は、引き続き重要な役割を果たしていくもの

と考えます。 

令和６年９月  

武蔵村山市市民協働推進会議 
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１ 協働事業提案制度の概要 

協働事業提案制度は、武蔵村山市内を主な活動範囲とする特定非営利活動法人、ボラン

ティア団体、自治会その他の営利を目的とせず社会貢献活動を行う団体（以下「市民活動

団体」という。）の専門性や柔軟性等を生かした公益性の高い事業の提案を募集することに

より、提案した団体が市と協働して事業を実施することで、市政への市民参加を促進する

とともに、市民による地域の課題、社会的課題等の解決につなげ、暮らしやすい地域社会

の形成を目的とする制度です。

本制度は、将来の協働型事業の実施を目指す市民活動団体の育成を目的とした「団体育

成型事業部門」と、事業の目的を市と共有するとともに、市との役割分担、経費負担等に

ついて、企画立案、事業の実施及び事業終了後の評価まで一貫して市と協働で行う「協働

型事業部門」の２種類の事業について募集を行いました。また、市から市民活動団体に提

案してほしい協働事業のテーマとして、令和５年度は「多様性を推進する事業」を提示し

ました。  

「団体育成型事業部門」は、協働型事業への発展を見据えた事業であることを前提とし

て最大２年間の実施とし、１事業当たり２５万円を限度額として補助金を交付しました。 

「協働型事業部門」は、事業を発展させていくことを前提に３年計画で事業を企画し、

１事業当たり１年目は８０万円、２年目は７０万円、３年目は６０万円を限度額として補

助金を交付しました。 

２ 募集から報告会までの経過 

武蔵村山市協働事業提案制度令和５年度実施事業の流れは以下のとおりです。 

【令和４年度】●武蔵村山市協働事業提案制度（令和５年度実施事業）の周知 

・市ホームページ及び市報に掲載、募集チラシの配布等

●提案の募集

・募集期間 令和４年６月１日（水）から同年７月２２日（金）まで

※ 新規事業の提案については７月８日（金）まで、市がテーマ

を提示した「多様性を推進する事業」の提案については８月

３１日（水）まで

・提案件数 ５件（審査辞退１件を含む。）

●市民協働推進会議の開催

・提案事業の採択の適否を審査するため、市民協働推進会議を開催

公開プレゼンテーション 令和４年１１月１５日（火）

【令和５年度】●協働事業の実施 

【令和６年度】●実施事業報告会 令和６年４月２４日（水） 

-　1　-



３ 事業評価

令和５年度実施事業の評価は、令和６年度第１回武蔵村山市市民協働推進会議において

実施事業報告会を行い、実施団体から提出された協働事業提案制度事業結果報告書及び協

働事業自己評価書に対して、以下の評価項目について事業評価を行いました。 

【評価項目】 

⑴ 現状・課題・目的 市の現状・課題を適切に把握していたか。 

地域の課題解決につながったか。 

目的を達成することができたか。 

⑵ 事業内容 事業の実施方法や手法はどうだったか。 

設定した事業の効果は得られたか。 

事業スケジュールに問題はなかったか。 

事業の実施体制はどうだったか。 

効率的なコストで事業運営ができたか。 

⑶ 協働という事業形態 （◎は協働型事業のみ、●は団体育成型事業のみ）

市民活動団体等の持つ特性を発揮できたか。

協働事業として実施する意義があったか。

◎協働相手は妥当だったか。

◎事前の話合いを十分に行い、役割は明確になっていたか。

◎事業の進捗状況等について情報交換などの意思疎通は十分

だったか。

◎単独で実施するより効率的・効果的に実施できたか。

◎問題発生に際し、適切に対応したか。

◎今後の課題と改善策をお互いに話し合ったか。

●協働型事業への発展が見込めるか。

⑷ 実施能力 事業を実施して、団体の実施能力は向上したか。

事業の結果を踏まえた今後の展望を明確に持っているか。

⑸ 事業実施を通して学んだことは何か。

⑹ 新たに気付いた課題は何か。
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４ 令和５年度実施事業の評価結果 

令和５年度実施事業の事業評価は、以下のとおりです。 

事

業 

部

門 

提 案 事 業 名 
事業評価による得点 

得点 a（満点 b）【得点率 a/b×100】 

提 案 団 体 名 
現状・課題・

目的 
事業内容 

協働という

事業形態 
実施能力 

事業実施を通して

学んだこと、新たに

気付いた課題 

合計 

団

体

育

成

型 

子どもたちのココロ

とカラダの育成事業 132点 

(150点) 

【88.0%】 

200点 

(250点) 

【80.0%】 

136点 

(150点) 

【90.7%】 

85点 

(100点) 

【85.0%】 

84点 

(100点) 

【84.0%】 

637点 

(750点) 

【84.9%】 あそビリぼー場！ 

主な意見等 

協働事業提案制度の団体として２年目を迎え、１年目の反省を生かしている点や数多くの企画

を実施した点は評価できる。限られた資源（ヒト・モノ・カネ・時間）の中で、団体としての活

動を着実に実行しており、今後実施予定である市との連携事業も、その発展を期待できる。協働

事業提案制度の目的である社会的課題の解決に向けて、公的な支援と市民活動団体の活動が結び

ついた事例だと言える。 

一方で、定員を超えた申込みによりキャンセル待ちが発生してしまった点や、他市からの参加

希望者が本市からの参加希望者と同条件で扱われた点は、本市の税金を活用した事業として見直

しの余地があると考える。また、実施回数を増やすと企画内容の質の低下が懸念される。質を低

下させず、参加者の安全を確保した上で今後も活動を継続していただきたい。 

団

体

育

成

型 

「駅を中心とした歩

いて暮らせるまち」

形成に向けた生活道

路における通過交通

および速度抑制の社

会実験 

96点 

(150点) 

【64.0%】 

160点 

(250点) 

【64.0%】 

108点 

(150点) 

【72.0%】 

70点 

(100点) 

【70.0%】 

74点 

(100点) 

【74.0%】 

508点 

(750点) 

【67.7%】 

榎三丁目都市核地区

街づくり準備会 

主な意見等 

生活道路という身近なテーマを取り扱っており、非常に意義のある事業だと考える。実際に、「歩

いて暮らせるまち」形成に向けて、信号機が設置されていない交差点における安心安全の確保とい

う課題が明らかになったと感じた。今後の活動予定として、地区まちづくり協議会に申請するとの

ことなので、活動の発展に期待したい。 

一方で、現時点では、活動が団体の思うような成果に結びついていないように思われる。実験

結果にも曖昧な点が見え、実験方法の見直しが必要だと感じた。また、スタッフの人数等の要因

により、社会実験の対象となる道路を１つに絞ったとのことだが、通学路を含めた複数箇所での社

会実験も視野に入れていただきたい。法規制や経費の問題により市民活動団体のみで社会実験を実

施することは困難であると思われることから、市と連携して活動を継続してほしい。
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事

業 

部

門 

提 案 事 業 名 
事業評価による得点 

得点 a（満点 b）【得点率 a/b×100】

提 案 団 体 名 
現状・課題・

目的
事業内容

協働という

事業形態
実施能力

事業実施を通して

学んだこと、新たに

気付いた課題

合計

協

働 

型 

むさむら ゴミ減大

作戦 
107点 

(150点) 

【71.3%】 

166点 

(250点) 

【66.4%】 

268点 

(400点) 

【67.0%】 

61点 

(100点) 

【61.0%】 

67点 

(100点) 

【67.0%】 

669点 

(1,000点) 

【66.9%】 
ＭＳＰ 村山サポー

トプロジェクト

主な意見等 

長期にわたって継続的にフリーマーケットを実施したことは評価できる。また、外国人住民に向

けたごみ削減啓発チラシの多言語表記は、意義のある取組であると言える。 

一方で、団体の財政基盤が脆弱であることから、今後の活動の継続性に課題があると感じる。特

に、協働事業終了後は補助金で賄っていた人件費の削減が必要になることから、今後の団体運営に

おける無償ボランティアへの依存は大きくなることが予想される。また、団体の活動地域に偏りが

見られた点も今後の課題であり、反省・検証を踏まえ、更なる目的達成のための行動につながるこ

とを期待する。 

団

体

育

成

型 

ママトコフェスティ

バル～孤育てから心

育てに～

116点 

(150点) 

【77.3%】 

187点 

(250点) 

【74.8%】 

116点 

(150点) 

【77.3%】 

77点 

(100点) 

【77.0%】 

78点 

(100点) 

【78.0%】 

574点 

(750点) 

【76.5%】 子育て支援団体 マ

マトコ

主な意見等 

団体に活力があり、少ない人数による運営でありながら、積極的に企画を実施したことは評価で

きる。また、地元企業との連携により費用を抑えて事業が実施できている。今後は、児童を巻き込

み一緒に活動することで、企画に社会的意義を付加するといった展開が期待できる。SNS 等を広

報に活用した新たな取組は継続し、これからも心育てに関する様々な活動を展開していただきた

い。 

一方で、団体の人員不足が大きな課題であると感じたことから、他の市民活動団体との連携・協

力により課題を解消されることを期待したい。 

-　4　-



５ 令和５年度実施事業内容 

  提案団体から提出された協働事業結果報告書は、次のとおりです。 

⑴ 子どもたちのココロとカラダの育成事業  ･･･ ６ 

提案団体：あそビリぼー場！ 

⑵ 「駅を中心とした歩いて暮らせるまち」形成に向けた ･･･１１

生活道路における通過交通および速度抑制の社会実験

提案団体：榎三丁目都市核地区街づくり準備会 

⑶ むさむら ゴミ減大作戦    ･･･１６ 

提案団体：ＭＳＰ 村山サポートプロジェクト 

⑷ ママトコフェスティバル～孤育てから心育てに～  ･･･２３ 

提案団体：子育て支援団体 ママトコ 
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第９号様式（第１７条関係） 

  令和 6年 3月 29日 

武 蔵 村 山 市 長 殿 

実 施 団 体 名  あそビリぼー場！ 

所  在  地   

代表者職・氏名  代表 加藤未来 

協働事業提案制度事業結果報告書 

令和５年度における協働事業の実施が終了したので、その成果等を下記のとおり報告します。 

記 

１ 実施事業について 

実 施 日 時 又 は 期 間 

令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日まで 

対象者の範囲及び人数 

・運動あそび：小学生登録者 20名

・紡ぐカフェ：各月 5～30名

・支援者育成勉強会：前期保護者 5名、支援者 13名、

後期親子 4組 

実 施 事 業 内 容 

・市内体育施設、近隣地域の体育施設等で定期的に運動あそびの会（小

学生クラス）を実施する（各月 2回、年間 24回の実施を予定する） 

・保護者と専門職の交流の場として「紡ぐカフェ」を 1カ月に 1度程

度開催し、情報交換と新しい体験の場を整える。

・専門職向け、保護者向けに勉強会を実施する。

具 体 的 な 活 動 状 況 

・運動あそび：小学生クラス（月 2回）

・紡ぐカフェ

4/30就学準備茶話会、5/13お口育てセミナー（９月までの連続講座）、

6/18抱っこ紐講座、7/30親子ヨガ、8/20BIG書道、9/2足育講座、10/29

情報共有の仕方、11/19ティラノサウルスレース、12/17ブラックラ

イトスヌーズレン、2/25運動あそび体験会、3/9食育音楽会、3/10

発達の地図ワークショップ

・勉強会：5/13支援者向けお口育てセミナー（9月までの連続講座）、

2/25運動あそびメソッド

事 業 の 成 果 

紡ぐカフェと支援者育成を同時開催とした計５回のお口育て連続講

座では、支援者と子育て中の親子がリアルに触れ合う場を作ることが

出来、理論だけではなく、その場の空気の作り方や声のトーン・赤ち

ゃんへの触れ方など様々な実践を伝える機会となった。保育所等で子

育て支援に関わる人材が育つことで、またそこから繋がる親子の数が

増えることが期待される。また、これらのイベントを通して活動に興

味を持った親子の継続的な参加や運動あそびの教室への加入へと繋

がる機会となり、市内外からの問い合わせは年間を通して継続的に得

ることが出来た。 
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２ 今後の展望 

※ 団体育成型事業の提案者は、将来、市とどのように協働事業を展開したいのか詳しく記入して

ください。

あそビリぼー場！では、令和４年度より子育て支援を活性化させるために、直接的支援・支

援者育成・情報交流の企画を計画し実施してきた。 

昨年度の活動を通し、本事業の中でも特に『紡ぐカフェ』を通した体験・交流の環境づくり

が制度の狭間に埋もれる親子を守り、子どもたちが暮らす地域の中での包括的な発達支援につ

ながるということを体感してきたが、今年度はさらに支援者育成の機会も連携させることで、

より実態に沿った形での情報共有が実施できた。 

子どもを育てる家族によって『様子を見ましょう』の言葉で安心する場合も、不安になる場

合もあり得る。紡ぐカフェでの学びや気づきは、その理由を知ることで子どもたちの将来に見

通しが持てる機会となり、自分の子どもにどうなってもらいたいか？を考えるきっかけづくり

ができたように思う（親育て）。 

また、運動あそび（小学生クラス）は後半満席となるほどの参加率となった。その中でも、

親同士が交流を深め連携を取り合うように変化していったことが成果の一つであった。学校と

の連携や声掛けの方法など、良い関わり方を伝え合う姿が見られ、似た課題をもつ家族により

ボードゲームサークルまで発足することへと繋がった。運動あそびの教室から波及した子ども

たちの居場所は、不登校の子どもたちの肯定的な環境にもなっている。 

今後の展望としては、興味を持ってイベントに参加されたご家族だけではなく、平等な機会

として出産前後の時期からの育児支援体制を整えていくことが目標である。２年間の協働事業

としての実績がつながり、令和６年度より、武蔵村山市の子育て新事業である“健やかひろば”

にて『理学療法士のいる赤ちゃんひろば』が実現することとなった。また、保育園・幼稚園へ

の巡回指導への介入も、医療専門職としては初めて委託を受けることとなっている。より多く

の子育て世代の家族と出会い、医療と家庭と教育のコーディネート的な立場として、今後も活

動を継続していきたい。 

（添付書類） 

⑴ 協働事業自己評価書（第１０号様式）

⑵ 協働事業提案制度収支決算書（第１１号様式）

⑶ 協働事業の内容がわかるもの（チラシ・パンフレット、写真等）

（日本産業規格Ａ列４番） 
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第１０号様式（第１７条関係）

市の現状・課題を適切に
把握していたか

5 4 3 2 1

地域の課題解決につな
がったか

5 4 3 2 1

目標を達成することがで
きたか

5 4 3 2 1

事業の実施方法や手法
はどうだったか

5 4 3 2 1

設定した事業の効果は
得られたか

5 4 3 2 1

事業スケジュールに問題
はなかったか

5 4 3 2 1

事業の実施体制はどう
だったか

5 4 3 2 1

効率的なコストで事業運
営ができたか

5 4 3 2 1

評価のポイント
自己評価（５段階評価）

高い　　　 　　低い

現
状
・
課
題
・
目
的

＜上記評価の理由＞

事
業
内
容

＜上記評価の理由＞

当初予定していた体験・学びの機会づくりとしては、滞りなく企画運営が出来、たくさんのご家族と繋がること
が出来た。ただし、参加される方はリピートの一部のご家族に偏ることが多かったため、広く参加しやすい環
境づくりが今後の課題である。

毎月の企画に追われ、広報活動の開始に遅れの出る月があった。そのため、申し込み件数が想定よりも下
回った会もあり、活動後に企画を知る方法を増やしてほしいとの意見もいただいた。また、参加のしやすさを
達成するために参加費をかなり抑えたが、収支の差に大きく差が出た企画もあり、もう少しコスト面では見直
しが必要である。

協働事業自己評価書（団体育成型事業用）

提案団体名 あそビリぼー場！

提案事業名 子どもたちのココロとカラダの育成事業
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市民活動団体等の持つ
特性を発揮できたか

5 4 3 2 1

協働事業として実施する
意義があったか

5 4 3 2 1

協働型事業への発展が
見込めるか

5 4 3 2 1

事業を実施して、団体の
実施能力は向上したか

5 4 3 2 1

事業の結果を踏まえた
今後の展望を明確に
持っているか

5 4 3 2 1

事業実施を通して学んだ
ことは何か

新たに気付いた課題は
何か

そ
の
他

企画運営の手順、各種機関との連携方法について

制度の狭間における子育て支援を目指すが、手を広く差し伸べるには公的な
平等性も必要となる。

協
働
と
い
う
事
業
形
態

＜上記評価の理由＞

実
施
能
力

＜上記評価の理由＞

協働という形での実績が信用を生み、次年度の市運営の子育てひろばへの参入や幼保園への巡回指導の
受託へと繋がった。また、半公的立場として民間団体と医療や教育とのコーディネートのできる団体として確
立しつつある。ただ、事業収益へとつなげるには参加費や報償費の見直しと補助金等の利用が課題である。

毎月の企画運営を通し、各種機関との連携の取り方や、運営のスケジュール感については学び多き体験と
なった。この１年に繋がることのできたご家族や団体からの口コミで、法人（認可保育園・幼稚園４カ所）や地
域支援（瑞穂町・武蔵村山市・国分寺市・小平市）と新たな企画が進んでいる。より地域に根付いた形で支援
活動を継続していく予定である。
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第１１号様式（第１７条関係） 

協働事業提案制度収支決算書 

提案団体名 あそビリぼー場！ 提 案 事 業 名 子どもたちのココロとカラダの育成事業 

実 施 年 度 令和５年度 

事
業
の
実
施
結
果
を
踏
ま
え
た
次
年
度
と
次
々
年
度
の
予
算
の
想
定
を
右
側
の
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

年度 年度 

【収入の部】 
項 目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

補助金 

参加費 

勉強会 

紡ぐカフェ

参加費 

団体負担 

250,000 円 

240,000 円 

30,000 円 

30,000 円 

60,000 円 

0 円 

250,000 円 

158,000 円 

39,000 円 

0 円 

137,500 円 

183,212 円 

1000 円×158 名（延べ） 

前期 3000 円×13 名 

後期（紡ぐカフェ参加費として徴収） 

0 円 

82,000 円 

▲9,000 円

30,000 円

▲77,500 円

▲183,212 円

収 入 合 計 (Ｃ) 767,712 円 

【支出の部】 
項 目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

人件費 

報償費 

委託費 

印刷製本費 

消耗品費 

賃借料 

通信費 

備品購入費 

交通費 

その他経費 

144,000 円 

20,000 円 

36,000 円 

3,000 円 

6,000 円 

6,000 円 

6,000 円 

6,000 円 

3,000 円 

21,000 円 

0 円 

45,000 円 

65,000 円 

160,800 円 

20,000 円 

68,200 円 

0 円 

144,000 円 

20,000 円 

33,000 円 

3,000 円 

6,000 円 

6,000 円 

6,000 円 

8,000 円 

3,000 円 

0 円 

45,000 円 

41,111 円 

236,411 円 

164,280 円 

50,910 円 

0 円 

1,000 円 

運動あそびの会講師料 

勉強会講師料 

紡ぐカフェ人件費 

就学準備講師料 

抱っこ紐講師料 

ヨガ講師料

BIG 書道講師料

茶話会講師料（2000 円×4 名）

茶話会専門職講師料

音楽家講師料

音楽会演奏委託

紡ぐカフェちらし印刷代

紡ぐカフェ材料費等

紡ぐカフェ会場費、コンテナ賃料

Zoom 登録料、郵送料、発送料

運動遊具類

駐車料

0 円 

0 円 

3,000 円 

0 円 

0 円 

0 円 

0 円 

▲2,000 円

0 円 

21,000 円 

▲45,000 円

3,889 円

▲171,411 円

▲3,480 円

▲30,910 円

68,200 円

▲1,000 円

人件費 

交通費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

人件費 

交通費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

支 出 合 計 (Ｄ)767,712 円 

収 支 差 額 

（Ｃ）－（Ｄ） 0 円 

注１ 補助対象となる経費と対象とならない経費については、募集要項を参考にしてください。 

２ 自己財源、他の補助金等を充当して事業を実施した場合は、必ず記入してください。 （日本産業規格Ａ列４番） 

-
　
1
0
　
-



第９号様式（第１７条関係） 

  令和 ６年 ３月２９日 

武蔵村山市長 殿 

実 施 団 体 名   榎三丁目都市核地区街づくり準備会 

所  在  地  

代表者職・氏名 会長 波多野 政俊  

協働事業提案制度事業結果報告書 

令和４年度における協働事業の実施が終了したので、その成果等を下記のとおり報告します。 

記 

１ 実施事業について 

実 施 日 時 又 は 期 間 

令和５年５月、６月、９月、12月（各月２回で合計８回）。 

対象者の範囲及び人数 

29多摩開一道第 25号（道路許可申請書と同じ）。 

人数は特定なし。 

実 施 事 業 内 容 

「駅を中心とした歩いて暮らせるまち」形成に向けた生活道路に

おける通過交通および速度抑制の社会実験。 

具 体 的 な 活 動 状 況 

榎３丁目都市核地区内の生活道路において通過交通の速度抑制を目

指した社会実験を行う。路上に黄色線による警告を設置し、スピード

ガンによる速度調査を全８回実施した。 

事 業 の 成 果 

黄色線の設置および速度調査は、通過する車両に対して一定の警告効果

ならびに啓発効果はあったが、経年による慣例化については、否なめな

い状況である。しかしながら、駅から歩いて暮らせるまちづくり実現の

将来目標において、地域住民ならびに関係者に対して、一定の啓発効果

があり、地道な活動ならびに、さらなる対策の必要性および重要性につ

いて、継続していくことを関係者と検討することが不可欠である結論に

至った。 
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２ 今後の展望 

※ 団体育成型事業の提案者は、将来、市とどのように協働事業を展開したいのか詳しく記入して
ください。

〇今回の社会実験では、市道路下水課、東大和警察署への各種申請手続き、調査員の交通安全

確保による測定などのノウハウを学ぶことができた。 

〇令和６年度もこの社会実験を当該団体の活動として継続し、データ分析を積み重ねていく。 

〇地区内の東西幹線道路が開通したが、東西南北軸交差部は信号が設置されないため、この交

差点の安全確保が課題である。 

〇将来は市道路下水課、都市計画課、東大和警察署と連携、協力体制を整え、東西南北交差部

の速度抑制社会実験を行っていきたいと考える。 

〇モノレール延伸及び新駅の開業までに、駅から歩いて暮せる街づくりを目指し、地区内への

通過交通の抑制、歩行者の安全確保、快適に歩ける歩行空間の環境整備を市との協働事業と

して展開していく。 

（添付書類） 

⑴ 協働事業自己評価書（第１０号様式）

⑵ 協働事業提案制度収支決算書（第１１号様式）

⑶ 協働事業の内容がわかるもの（チラシ・パンフレット、写真等）

（日本産業規格Ａ列４番） 
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第１０号様式（第１７条関係）

市の現状・課題を適切に
把握していたか

5 4 3 2 1

地域の課題解決につな
がったか

5 4 3 2 1

目標を達成することがで
きたか

5 4 3 2 1

事業の実施方法や手法
はどうだったか

5 4 3 2 1

設定した事業の効果は
得られたか

5 4 3 2 1

事業スケジュールに問題
はなかったか

5 4 3 2 1

事業の実施体制はどう
だったか

5 4 3 2 1

効率的なコストで事業運
営ができたか

5 4 3 2 1

評価のポイント
自己評価（５段階評価）

高い　　　 　　低い

現
状
・
課
題
・
目
的

＜上記評価の理由＞

事
業
内
容

＜上記評価の理由＞

協働事業自己評価書（団体育成型事業用）

提案団体名 榎三丁目都市核地区街づくり準備会

提案事業名
「駅を中心とした歩いて暮らせるまち」形成に向けた生活道路における通過交
通および速度抑制の社会実験

〇地区内生活道路の通過交通の速度抑制による歩行者の安全確保が課題。

〇社会実験の初期段階では速度が抑制されおおむね課題解決につながった。

〇社会実験の後半はまた速度が上がり、継続していく必要がある。

〇ペイントからラインテープへの施工変更したが、速度抑制効果をみられた。

〇5月6月9月12月に測定を実施したが、平日の調査員が集まらず最小人数で実施した。

〇当初予算計上していなった調査員の安全用具、サイン看板などの備品購入費、道路使用

許可申請代により予算を上回った。
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市民活動団体等の持つ
特性を発揮できたか

5 4 3 2 1

協働事業として実施する
意義があったか

5 4 3 2 1

協働型事業への発展が
見込めるか

5 4 3 2 1

事業を実施して、団体の
実施能力は向上したか

5 4 3 2 1

事業の結果を踏まえた
今後の展望を明確に
持っているか

5 4 3 2 1

事業実施を通して学んだ
ことは何か

新たに気付いた課題は
何か

そ
の
他

協
働
と
い
う
事
業
形
態

＜上記評価の理由＞

実
施
能
力

＜上記評価の理由＞

〇当団体と市道路下水課との協働により道路上での測定調査が可能となった。

〇東大和警察署交通課はこのまちづくり活動を評価している。

〇将来の東西南北軸交差点の交通安全対策に向けた協働事業が見込める。

〇当団体と市道路下水課との協働により道路上での測定調査が可能となった。

〇将来の東西南北軸交差点の交通安全対策に向けた協働事業が見込める。

〇ラインテープによる狭窄警告では効果が弱いため、立体的な狭

窄のほうがより効果がある。

〇ラインテープの幅は今より太くしないと運転席から視認しづらいことが

わかった。
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第１１号様式（第１７条関係） 

協働事業提案制度収支決算書 

提 案 団 体 名 榎三丁目都市核地区街づくり準備会 提 案 事 業 名 駅を中心とした歩いて暮せるまち形成に向けた生活道路における通過交通抑制の社会実験 

実 施 年 度 令和５年度 

事
業
の
実
施
結
果
を
踏
ま
え
た
次
年
度
と
次
々
年
度
の
予
算
の
想
定
を
右
側
の
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

年度 年度 

【収入の部】 項 目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

補助金 

団体負担 

32,000  32,000 

24,297 

水性ペイント 4 個×3,000 円 

マスキングテープ

8 本×2,500 円 

0 

24,297 

収 入 合 計 
(Ｃ) 56,297 

【支出の部】 項 目 予算額（Ａ） 決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

消耗品費 

その他経費 

32,000 16,640 

2,464 

2,112 

2,352 

10,720 

3,480 

6,211 

1,518 

10,800 

ラインテープ 8 本

インク代

カラーコーン 4 本

コーンベース 4 個

サインボード 4 個

安全ベスト 4 着 

横断幕 

消費税（ジョイフルホンダ） 

道路許可申請代 4 回分 

15,360 

▲ 2 464

▲ 2,112

▲ 2,352

▲ 10,720

▲ 3,480

▲ 6,211

▲ 1,518

▲ 10,800

人件費 

交通費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

人件費 

交通費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

支 出 合 計 (Ｄ)56,297 

収 支 差 額 

（Ｃ）－（Ｄ） 
０ 

注１ 補助対象となる経費と対象とならない経費については、募集要項を参考にしてください。 

２ 自己財源、他の補助金等を充当して事業を実施した場合は、必ず記入してください。 （日本産業規格Ａ列４番） 

-
　
1
5
　
-



第９号様式（第１７条関係） 

令和６年３月３１日 

武 蔵村 山市 長 殿 

実 施 団 体 名  ＭＳＰ 村山サポートプロジェクト 

所  在  地   

代表者職・氏名 代表 宇部昭利 

協働事業提案制度事業結果報告書 

年度における協働事業の実施が終了したので、その成果等を下記のとおり報告します。 

記 

１ 実施事業について 

実 施 日 時 又 は 期 間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

対象者の範囲及び人数 市内全域 

実 施 事 業 内 容 

・リサイクル祭り（フリーマーケット）4.5.9.10.11.12.2.3月

フードドライブ受付窓口開設及び啓発活動

・リサイクル祭りにてリサイクル、フードロス、ごみの出し方啓発活

動

・みんなのくらしフェスタ

具 体 的 な 活 動 状 況 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園   05年 04月 08日 09日 

リサイクル祭り（フリマ）さいかち公園 05年 05月 21日 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園   05年 09月 16日 17日 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園 05年 10月 21日 22日 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園 05年 11月 18日 19日 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園 05年 12月 16日 17日 

リサイクル祭り（フリマ）大南公園 06年 02月 17日 18日 

リサイクル祭り（フリマ）Mfes大南公園 06年 03月 30日 31日 

くらしフェスタにてごみ削減啓発活動 06年 01月 13日 14日 

フードドライブ・ごみ削減啓発グッズはすべての会場にて実施

事 業 の 成 果 

 令和 5年度はコロナ緩和にての開催で、コロナ禍前に匹敵する参加

者・来場者でしたが、皆様のご協力を頂き無事に活動出来ました。 

来場者 4000人 

フリマ販売数  500ｋｇ 

フードドライブ 30ｋｇ
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２ 今後の展望 

※ 団体育成型事業の提案者は、将来、市とどのように協働事業を展開したいのか詳しく記入して
ください。

令和５年度をもって協働事業は終了しますが、これまでの団体育成

型、協働型の実施経験を活かして今後も、ごみ削減・リサイクル啓発活

動を一市民団体として継続していきます。 

  正確な情報をこれからも市民にお伝えするためにも、関係部署へ意

見や指導を賜りたくお願いするとともに、当団体としても自立力を更に

高め、より良い活動を務めていきたいです。 

今後の活動 
４月２０日２１日 リサイクルまつり大南公園

５月１８日１９日 リサイクルまつり大南公園

６月０２日 リサイクルまつりさいかち公園

９月２１日２２日 リサイクルまつり大南公園

１０月１９日２０日 リサイクルまつり大南公園

１１月１６日１７日 リサイクルまつり大南公園

１２月１４日１５日 リサイクルまつり大南公園

２月１５日１６日 リサイクルまつり大南公園

３月２９日３０日 リサイクルまつり大南公園

を予定しています。 

（添付書類） 

⑴ 協働事業自己評価書（第１０号様式）

⑵ 協働事業提案制度収支決算書（第１１号様式）

⑶ 協働事業の内容がわかるもの（チラシ・パンフレット、写真等）

（日本産業規格Ａ列４番） 
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 第１０号様式（第１７条関係）

市の現状・課題を適切に
把握していたか

5 4 3 2 1

地域の課題解決につな
がったか

5 4 3 2 1

目標を達成することがで
きたか

5 4 3 2 1

事業の実施方法や手法
はどうだったか

5 4 3 2 1

設定した事業の効果は
得られたか

5 4 3 2 1

事業スケジュールに問題
はなかったか

5 4 3 2 1

事業の実施体制はどう
だったか

5 4 3 2 1

効率的なコストで事業運
営ができたか

5 4 3 2 1

子供主体型イベント（キッズ講座の参加数０人、キッズフリマは５人）と振るわず、協働事業提案制度
終了後もMSP村山サポートプロジェクトとして、引き続き活動をしていきます。

コスト面は人件費がまだまだ、チラシ配布とごみ削減とのしがらみに対する御意見があり、人件費削
減による経費削減やチラシ等の雑紙資源の正しい取り扱いの啓発も更に進めていきたいと思いま
す。

評価のポイント

現
状
・
課
題
・
目
的

事
業
内
容

＜上記評価の理由＞

自己評価（５段階評価）

協働事業自己評価書（協働型事業用）

提案団体名

提案事業名

ＭＳＰ　村山サポートプロジェクト

むさむらゴミ減大作戦

市担当課 ごみ対策課

高い　　　 　　低い
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市民活動団体等の持つ
特性を発揮できたか

5 4 3 2 1

協働事業として実施する
意義があったか

5 4 3 2 1

協働相手は妥当だった
か

5 4 3 2 1

事前の話し合いを十分に
行い、役割は明確になっ
ていたか

5 4 3 2 1

事業の進捗状況などに
ついて情報交換等意思
疎通は充分だったか

5 4 3 2 1

単独で実施するより効率
的・効果的に実施できた
か

5 4 3 2 1

問題発生に際し、適切に
対応したか

5 4 3 2 1

今後の課題と改善策をお
互いに話し合ったか

5 4 3 2 1

事業を実施して、団体の
実施能力は向上したか

5 4 3 2 1

事業の結果を踏まえた
今後の展望を明確に
持っているか

5 4 3 2 1

「不用品はいくらでもある。ただ高齢のため参加したくても出来ない」という声が年々増えてきて、高齢
化によるイベント参加やゴミ出しや片付けに対しての問題がみられる

市民団体としての活動は大分認知度が上がってきていると思う。正確な情報を提供するのに担当課
の存在は大きい。

イベント開催日を第3土日に確定する事により市民の皆さんの周知が広がってきており、協力を頂ける
ようになってきた。

新たに気付いた課題は何か

提案制度終了後もゴミ対策課と連携し、誤解なく正確な情報を啓発しなければならない方針は変わら
ず活動をしていかなければならない。

事業実施を通して学んだことは何か

協
働
と
い
う
事
業
形
態

＜上記評価の理由＞

実
施
能
力

＜上記評価の理由＞
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第１０号様式（第１８条関係）

市の現状・課題を適切に
把握していたか

5 4 ③ 2 1

地域の課題解決につな
がったか

5 4 ③ 2 1

目標を達成することがで
きたか

5 4 ③ 2 1

事業の実施方法や手法
はどうだったか

5 4 ③ 2 1

設定した事業の効果は
得られたか

5 4 ③ 2 1

事業スケジュールに問題
はなかったか

5 4 ③ 2 1

事業の実施体制はどう
だったか

5 4 ③ 2 1

効率的なコストで事業運
営ができたか

5 4 ③ 2 1

協働事業自己評価書（協働型事業用）

提案団体名

提案事業名

ＭＳＰ村山サポートプロジェクト

むさむらゴミ減大作戦

市担当課 ごみ対策課

高い　　　 　　低い
評価のポイント

現
状
・
課
題
・
目
的

事
業
内
容

＜上記評価の理由＞

＜上記評価の理由＞

自己評価（５段階評価）

リサイクル祭りを開催することで、多数の来場者数があったことは評価できる。
ただし、開催場所が限定されていることから、市内全域での啓発活動ができていなかったことから今後の

課題であると感じる。

　昨年同様、開催に当たり、おおむね予定通り実施できたと感じる。また、開催時期についても一定の間隔で
実施できたことに評価できる。
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市民活動団体等の持つ
特性を発揮できたか

5 4 ③ 2 1

協働事業として実施する
意義があったか

5 4 ③ 2 1

協働相手は妥当だった
か

5 4 ③ 2 1

事前の話し合いを十分に
行い、役割は明確になっ
ていたか

5 4 ③ 2 1

事業の進捗状況などに
ついて情報交換等意思
疎通は充分だったか

5 4 ③ 2 1

単独で実施するより効率
的・効果的に実施できた
か

5 4 ③ 2 1

問題発生に際し、適切に
対応したか

5 4 ③ 2 1

今後の課題と改善策をお
互いに話し合ったか

5 4 ③ 2 1

事業を実施して、団体の
実施能力は向上したか

5 4 ③ 2 1

事業の結果を踏まえた
今後の展望を明確に
持っているか

5 4 ③ 2 1

新たに気付いた課題は何か

事業実施を通して学んだことは何か

協
働
と
い
う
事
業
形
態

＜上記評価の理由＞

実
施
能
力

＜上記評価の理由＞

　本事業を実施するにあたり、対象の市民団体と協働し、市の施策を推進して行くことが必要であると再確認
した。

　市民団体として開催を重ねる中で、啓発活動ができるようになったことは評価できる。また、昨年にくらべ、
開催に当たり事前の調整等ができていたと感じる。

　昨年度にくらべ、イベントの内容や実施能力は向上したように感じる。
　今後は、イベント回数を増加し、より一層、市民にイベントを実施していることの周知や自主財源の確保に
向けた取組みを行うことに期待する。
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第１１号様式（第１７条関係） 

協働事業提案制度収支決算書 

提 案 団 体 名 ＭＳＰ村山サポートプロジェクト 提 案 事 業 名 むさむらゴミ減大作戦 

実 施 年 度 令和５年度 

事
業
の
実
施
結
果
を
踏
ま
え
た
次
年
度
と
次
々
年
度
の
予
算
の
想
定
を
右
側
の
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。 

年度 年度 

【収入の部】 
項 目 

予算額

（Ａ） 
決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

協働助成金 

出店料 

団体負担 

600,000 円 

77,500 円 

13,900 円 

600,000 円 

0 円 

4,506 円 

0 円 

77,500 円 

9,394 円 

収 入 合 計 (Ｃ)604,506 円 

【支出の部】 
項 目 

予算額

（Ａ） 
決算額（Ｂ） 積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

人件費 

印刷製本費 

消耗品費 

賃借料 

委託料 

備品購入費 

その他の経費 

323,400 円 

110,000 円 

126,000 円 

132,000 円 

0 円 

0 円 

240,000 円 

78,160 円 

53,511 円 

132,000 円 

20,836 円 

79,999 円 

1,000 円×240ｈ（延べ） 

チラシ印刷代 9,770 円×8 回、

ラミネート用品、テント用品等

11,000 円×12 月 

チラシ配布委託

熱中症対策設備、発電機 

83,400 円 

31,840 円 

72,489 円 

0 円 

▲20,836 円

▲79,999 円

人件費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

人件費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

支 出 合 計 (Ｄ) 604,506 円 

収 支 差 額 

（Ｃ）－（Ｄ） 
0 円 

注１ 補助対象となる経費と対象とならない経費については、募集要項を参考にしてください。 

２ 自己財源、他の補助金等を充当して事業を実施した場合は、必ず記入してください。 （日本産業規格Ａ列４番） 
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第９号様式（第１７条関係） 

  令和６年３月２９日 

武 蔵 村 山 市 長 殿 

実 施 団 体 名  子育て支援団体 ママトコ 

所  在  地   

代表者職・氏名  会長 石井 麻衣子 

協働事業提案制度事業結果報告書 

令和 5年度における協働事業の実施が終了したので、その成果等を下記のとおり報告します。 

記 

１ 実施事業について 

実 施 日 時 又 は 期 間 R5.4月 1日～R6.3月 31日 

対象者の範囲及び人数 

武蔵村山全域から、その周辺の乳幼児と母・父・祖父母地域住民。参加者

10名のワークショップから 3回の大型イベントの集客 

5000人を超えるイベントまで多数。 

実 施 事 業 内 容 

 子供を産み育てている母親は小さな悩みや、愚痴をこぼす相手もいなく、

初めての子育ては不安やわからないことが沢山あり、気づかないうちにス

トレスが溜まる.そこで私たちはハンドメイド・ヨガ・ダンスを通じて、マ

マトコフェスティバルや〇ひまわりおしゃべり会、●わくわーくしょっぷ

を入口にママ友や趣味を見つけ 孤育てから脱出し、産後うつ、自死、児童

虐待の 0を目指し地域一段なって子育てしやすい環境を作ることを目的と

している。大型イベントも開催し、ママトコの活動やオレンジリボン運動

の認知。お下がりの寄付、フードドライブの寄付を集う場にもなる。すぐ

に大きくなってしまう子どもとの大切な時間に、たくさんの思い出を作り、

子育て中の母親も自分らしく輝ける場所を提供したいと考えています。

〇ひまわりおしゃべり会:ハンドメイドやヨガを通じて日頃の生活を忘れ

息抜きの空間をつくる。ママさん 1人での参加も可能。。

●わくわーくしょっぷ:親子でハンドメイドやダンスをしながら普段の家

では過ごせないような時間を他のママさんたちや子どもと一緒にお話をし

ながら気軽に母親同士が話すことができる。小学生以上からは子どものみ

でも参加可能。

具 体 的 な 活 動 状 況 

活動報告のまとめ通り。ママトコフェスティバルに関しては、ただ楽しい

だけのイベントではなく人が人を支えることを意識していただけるよう、

オレンジリボン運動、お下がり交換の寄付、フードバンクなどを募った。
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事 業 の 成 果 

参加者の多くはインスタグラムの投稿から参加される方が多く見られた。また、

イオンモールむさし村山でイベントを行ったことによりママトコの活動が多く

の方に認知され、令和 4 年度よりもお下がり交換会に集まる物資やお下がり交

換会のために来場する方が多く見られた。集まった物資は、武蔵村山社会福祉

協議会が行っているフードパントリーに今年度も参加させていただき、多くの

方に寄付ができたことはお下がり交換会が有意義であると考える。

ものづくり体験においては、共通の作業しながらであることから参加者同士が

とても話しやすい場であったように見える。 

ものづくり体験以外に、大型イベントの際にも初めて顔を合わせるママさん同

士で楽しくお話する場面が見られた。 

ダンスやヨガでは、令和 4 年度よりも参加される幼児～ママさんが増えた。家

庭内の金銭問題により、子どもに習い事をさせてあげられない、自分（母親）

が運動やリフレッシュしづらいと感じている方が多く、参加費無料に設定した

ことにより外出や参加のきっかけになったと考える。 

ママトコフェスティバルは、令和 4 年度よりも来場者が増えており、ママさん

同士や市内で活動している団体同士が繋がる場になった。

２ 今後の展望 

協働事業提案制度実施事業として活動してきた 2年。 

武蔵村山市内において長年活動してきた子育て支援団体等の方々への尊敬の思いが強まりました。

先輩方から学びながらママトコらしさ、ママトコだからこそを令和 6年度は見出していきたいと考え

ております。 

 お下がり交換やフードドライブにおいて、市民にとって需要があり必要されていると、とても感じ

ております。そのため、もっと多くの方に寄付していただけるためにも【ママトコフェスティバル】

を市民の中で浸透させ楽しいイベントということだけではなく、市民一人一人が助け合いの意識を高

められるイベントにしていければと思っております。ママトコフェスティバルで行っているオレンジ

リボン運動も認知されていくことにより虐待されている子どもたちへ相談窓口があることを認知し

てもらい一人でも多くの悩める子どもに光がさすことを願いながらママトコフェスティバルが道標

になりオレンジリボン運動の継続を今後も続けていきたいと思っております。

 ものづくり体験やダンスやヨガ体験、おしゃべり会を今後も無料でできる範囲で実施していき、貧

困家庭や子育てに疲れてしまい外出が億劫になってしまっているママさんたちにとって日々体験で

きないことを無料で実施することで興味を持ってもらい外に出るきっかけとなりコミュニティ広場

に出向いてもらえるよう今後も活動を続けていきたいと思っております。 

ママトコでは、少子高齢化が進んでいる武蔵村山市において、核家族も増えているのではないかと

考えております。核家族＝孤育て(こそだて)にも繋がることから地域がもっと盛り上がることも子育

て支援においてもキーポイントになるのではないかと思い始めております。子育て世代に武蔵村山市

に興味を持ってもらい武蔵村山市にはたくさんの楽しいコミュニティ広場や楽しいイベントも多く

あるとイメージを持ってもらうよう今後も大型イベントに更に力を注いで参りたいと思います。 

（添付書類） 

⑴ 協働事業自己評価書（第１０号様式）

⑵ 協働事業提案制度収支決算書（第１１号様式）

⑶ 協働事業の内容がわかるもの（チラシ・パンフレット、写真等）

（日本産業規格Ａ列４番） 

-　24　-



第１０号様式（第１７条関係）

市の現状・課題を適切に
把握していたか

5 4 3 2 1

地域の課題解決につな
がったか

5 4 3 2 1

目標を達成することがで
きたか

5 4 3 2 1

事業の実施方法や手法
はどうだったか

5 4 3 2 1

設定した事業の効果は得
られたか

5 4 3 2 1

事業スケジュールに問題
はなかったか

5 4 3 2 1

事業の実施体制はどう
だったか

5 4 3 2 1

効率的なコストで事業運
営ができたか

5 4 3 2 1

現
状
・
課
題
・
目
的

＜上記評価の理由＞

 少しずつだがママトコの活動が周知し始めていることを感じている。他団体とママトコのどちらの方
に行こうか悩んだなどコミュニティー広場の一つとしてママさんたちの案に出ることはとても喜ばし
い。協働事業1年目の目標の一つであるママトコの活動を周知していきたい面ではかなり達成でき
たのではないかと考える。

事
業
内
容

＜上記評価の理由＞

 令和4年度はコロナの影響によりワークショップに予約が入っていても開催日付近でコロナ感染者
が増加した際に、予約がキャンセルされることも多々あり中止に得ざるを得なかったが、令和5年度
も同じように早い時期にインフルエンザ感染拡大、また幼児がかかりやすい流行り病が多く参加乳
幼児や妊婦さんの参加もあったため室内でのワークショップを積極的に行ってよいのか令和5年度
も悩むことが多かったが令和4年度より多く開催し参加者も多くいた。運営スタッフが多くない中で
スケジュールが過密であったため、一部のスタッフに負担がかかりすぎた。スタッフ育成にも力を注
いでいかなければならないと感じた。

自己評価（５段階評価）
高い　　　 　　低い

協働事業自己評価書（団体育成型事業用）

提案団体名 子育て支援団体ママトコ

提案事業名 ママトコフェスティバル〜孤育てから心育てに〜

評価のポイント
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市民活動団体等の持つ
特性を発揮できたか

5 4 3 2 1

協働事業として実施する
意義があったか

5 4 3 2 1

協働型事業への発展が
見込めるか

5 4 3 2 1

事業を実施して、団体の
実施能力は向上したか

5 4 3 2 1

事業の結果を踏まえた今
後の展望を明確に持って
いるか

5 4 3 2 1

事業実施を通して学んだ
ことは何か

新たに気付いた課題は何
か

そ
の
他

ママさんたちの悩みは多様であること。コミュニティ広場として現在、
人材が足らずママさんたちの憩いの場にすることが難しいこと。

 子育て中のメンバーのみで活動していく難しさ大変さを実感した。そ
の中でもどうやったら事業をもっと発展させていくのかまた、他団体
などと繋がっていく中で人材の確保の仕方などもっと学んでいくべき
だと感じた．

協
働
と
い
う
事
業
形
態

＜上記評価の理由＞

 行政と共に協働することで、市民への安心感のある団体または事業であると思ってもらえたので
はないかと考える。また、こちらからの相談には耳を傾けていただきよりいい案を互いに模索しあえ
た。

実
施
能
力

＜上記評価の理由＞

ワークショップやイベントを行うことで反省点や良かった点などを毎回話し合い次に生かせることが
できている。ママトコの活動を支えくれる人材またはボランティアスタッフなどの確保が今後の事業
発展において最も重要だと考える。
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第１１号様式（第１７条関係） 

協働事業提案制度収支決算書 

提 案 団 体 名 子育て支援団体 ママトコ 提 案 事 業 名 ママトコフェスティバル～孤育てから心育てに～

実 施 年 度 令和５年度 

事
業
の
実
施
結
果
を
踏
ま
え
た
次
年
度
と
次
々
年
度
の
予
算
の
想
定
を
右
側
の
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

年度 年度 

【収入の部】 
項 目 

予算額

（Ａ） 

決算額

（Ｂ） 
積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

補助金 

参加費 

出店料 

出演料 

協賛金 

売上 

団体負担 

250,000 

20,000 

60,000 

20,000 

50,000 

120,000 

0 

250,000 

0 

179,286 

40,000 

65,000 

135,600 

13,180 

ワークショップ全て無料参加に変更

ママトコフェスティバル 9 月 キッチンカー売上

10％×4 店舗 ハンドメイド 2,000 円×12 区画 

縁日 4000 円×1 店舗 

ママトコフェスティバル 2 月

ハンドメイド 26 区画 焼き菓子 10,000 円×2 店舗

5,000 円×8 団体 

ママトコフェスティバル 7 月 1 企業 20,000 円

ママトコフェスティバル 2 月 1 企業 45,000 円

ママトコフェスティバル 7 月

くじ引き 200 円×223 回 ボール当て 200 円×215 回 

ママトコフェスティバル 2 月ホイップデコワーク

ショップ 48,000 円

0 

20,000 

△119,286

△20,000

△15,000

△15,600

△13,180

収 入 合 計 （Ｃ）

683,066 

-
　
2
7
　
-



【支出の部】 
項 目 

予算額

（Ａ） 

決算額

（Ｂ） 
積算内訳（数量、単価等） 増減 (Ａ)－(Ｂ) 項 目 金 額 項 目 金 額 

人件費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

138,000 

115,000 

42,000 

115,000 

28,000 

0 

174,846 

42,000 

55,640 

154,212 

50,000 

176,000 

ママトコフェスティバルスタッフ 9 月

94 時間 20 分（6 人） 

ママトコフェスティバルスタッフ 2 月

67 時間 20 分（5 人） 

ママトコフェスティバル 9 月ステージ音響スタッフ

(3,000 円×7 時間)×2 人 

ママトコフェスティバル 9 月 チラシ

8,500 枚 22,431 円 

ママトコフェスティバル 2 月 チラシ

7,500 枚 17,612 円 

コピー代 5,980 円 ママトコ広告 3,200 枚 8,539 円

名刺 100 枚 1,078 円 

5 月母の日企画材料 1,130 円 

8 月フレームデコワークショップ材料費 

10 月デコワークショップ材料費 

2 月デコワークショップ材料費（ 8 月と 10 月と 

2 月同時購入） 

ママトコフェスティバル 9 月 シャボン玉費

ママトコフェスティバル 2 月 材料費

買い足し＆イベント用品 

 9 月イベント用品 事務用品 

ママトコフェスティバル 9 月 (くじ引き景品費

＋ビンゴ大会＆抽選会景＋ボール当て景品） 

ママトコフェスティバル 7 月 音響設営費

1 日 25,000 円×2 日間 

ママトコフェスティバル 9 月 会場費

2 日間 66,000 円 

ママトコフェスティバル 2 月 会場費

△36,846

73,000 

△13,640

△39,212

△22,000

△176,000

人件費 

交通費 

報償費 

印刷製本費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

人件費 

交通費 

報償費 

印 刷 製 本

費 

消耗品費 

委託料 

賃借料 

通信費 

保険料 

備 品 購 入

費 

そ の 他 経

費 

-
　
2
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通信費 

保険料 

備品購入費 

その他経費 

0 

32,000 

50,000 

0 

30,368 

0 

0 

0 

3 日間 110,000 円 

canva13,750 円 マイクロソフト 

office 15,978 円 郵便 640 円 

△30,368

32,000 

50,000 

0 

支 出 合 計 （Ｄ）

683,066 

収 支 差 額 

（Ｃ）－（Ｄ） 
０ 

注１ 補助対象となる経費と対象とならない経費については、募集要項を参考にしてください。 

２ 自己財源、他の補助金等を充当して事業を実施した場合は、必ず記入してください。 （日本産業規格Ａ列４番） 

-
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○武蔵村山市市民協働推進会議要綱

平成23年８月３日訓令（乙）第120号 

改正 

平成24年３月27日訓令乙第21号 

平成25年６月26日訓令乙第114号 

平成26年４月７日訓令乙第42号 

平成27年３月30日訓令乙第38号 

平成29年６月30日訓令乙第138号 

令和２年３月31日訓令乙第62号 

令和３年３月10日訓令乙第15号 

武蔵村山市市民協働推進会議要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱（平成23年武蔵村山市訓令（乙）第119

号。以下「実施要綱」という。）第３条第３項の規定に基づき、武蔵村山市市民協働推進会議（以

下「推進会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 推進会議は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(１) 次に掲げるところにより市長が委嘱する者

ア 識見を有する者

イ 市民活動団体関係者

ウ 社会福祉法人武蔵村山市社会福祉協議会の代表者又は職員

エ 武蔵村山市商工会の代表者又は職員

オ 公募による市民（武蔵村山市内に住所を有し、又は武蔵村山市内に通勤し、若しくは通学す

る者をいう。） 

(２) 協働推進部長及び企画財政部長の職にある者

（座長等） 

第３条 推進会議に、座長及び副座長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 座長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

資料１ 
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３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第４条 推進会議の会議は、座長が招集する。 

２ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、座長の決するところによ

る。 

（任期） 

第５条 第２条第２項第１号の規定により市長が委嘱する委員の任期は、委嘱の日の属する年度に採

択された協働事業について、実施要綱第19条第１項の規定に基づく市長の評価が完了した時をもっ

て満了とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前項の委員は、再任されることができる。 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、協働推進部協働推進課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、座長が推進会議に諮っ

て定める。 

附 則（平成24年３月27日訓令（乙）第21号） 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年６月26日訓令（乙）第114号） 

この要綱は、平成25年６月26日から施行する。 

附 則（平成26年４月７日訓令（乙）第42号） 

この要綱は、平成26年４月７日から施行する。 

附 則（平成27年３月30日訓令（乙）第38号） 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年６月30日訓令（乙）第138号） 

この要綱は、平成29年６月30日から施行する。 

附 則（令和２年３月31日訓令（乙）第62号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月10日訓令（乙）第15号） 

この要綱は、令和３年３月10日から施行する。 
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○武蔵村山市市民協働推進会議委員名簿（敬称略）

氏 名 選  出  区  分 備 考 

田 中 敬 文 
会議要綱第 2条第 2項第 1号ア 

識見を有する者 

東京学芸大学教育学部研究員・非常勤
講師 

髙 橋 薫 
会議要綱第 2条第 2項第 1号イ 

市民活動団体関係者 
武蔵村山 NPOネットワーク 

齋 藤 志 保 
会議要綱第 2条第 2項第 1号イ 

市民活動団体関係者 
武蔵村山 NPOネットワーク 

瀬 口 圭 志 
会議要綱第 2条第 2項第 1号イ 

市民活動団体関係者 
武蔵村山市自治会連合会 

野 﨑  利  明 

会議要綱第 2条第 2項第 1号ウ 

(社)武蔵村山市社会福祉協議会の代表

者又は職員 

(社)武蔵村山市社会福祉協議会職員 

米 光 彰 浩 
会議要綱第 2条第 2項第 1号エ 

武蔵村山市商工会の代表者又は職員 
武蔵村山市商工会事務局長 

内 野 雅 美 
会議要綱第 2条第 2項第 1号オ 

公募による市民 
公募による市民 

清 水 寿 恵 
会議要綱第 2条第 2項第 1号オ 

公募による市民 
公募による市民 

並 木 篤 志 
会議要綱第 2条第 2項第 2号 

協働推進部長の職にある者 
協働推進部長 

雨 宮 則 和 
会議要綱第 2条第 2項第 2号 

企画財政部長の職にある者 
企画財政部長 

資料２ 
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武蔵村山市協働事業提案制度の提案事業の審査要領 

１ 趣 旨 

  この要領は、武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱(平成２３年武蔵村山市訓令(乙)第１１９号。

以下「実施要綱」という。)第３条の規定に基づく提案について、実施要綱第９条の規定により市

民協働推進会議(以下「推進会議」という。)が当該提案事業の採択の適否の審査をするに際し、必

要な事項を定めるものとする。 

２ 審査委員 

審査委員は、推進会議の委員とする。 

３ 審査方法 

  協働型事業の継続事業と、協働型事業の新規提案事業及び団体育成型事業は、審査方法を分けて

実施する。 

⑴ 協働型事業の継続事業の審査方法

① 協働型事業の継続事業は、新規提案時の提案内容に基づき、実施要綱第６条第２項に定める

書類を提出する。

② 審査委員は、当該書類の内容と新規提案時の提案内容の整合性を確認し、大きな変更点等が

ないと認められる場合は、当該事業を採択すべき事業として選定するものとする。ただし、新

規提案時の提案内容と大きな変更点等があると認められる場合は、当該事業の提案団体から説

明を聴取した上で、協議により採択すべき事業として選定するかどうかを決定する。

⑵ 協働型事業の新規提案事業及び団体育成型事業の審査方法

① 書類審査

ア 審査の通則

協働型事業の新規提案事業及び団体育成型事業は、実施要綱第６条第１項に定める書類を

提出する。そのうち、氏名、住所、年齢その他個人を特定する事項を秘匿した上で、当該書

類について審査する。 

イ 審査基準及び方法

審査は、書類の内容について審査委員が別表に掲げる審査基準により５点満点で評価する。 

ウ プレゼンテーション審査対象事業の選定

各審査委員が評価した点数を集計し、合計点数が満点合計の５割以上の事業であり、上位

１０団体を目安にプレゼンテーション審査対象事業として選定する。ただし、５割未満の事

業であっても、審査委員の過半数が推薦する事業については、プレゼンテーション審査対象

事業とすることができる。 

エ 審査の実施条件

書類審査を行うのは、１０事業を超える提案があった場合とし、１０事業未満だった場合

は、原則として書類審査は行わず、全ての事業をプレゼンテーション審査対象事業として選

定する。 

オ 選定結果の通知

推進会議は、選定の結果について、提案団体に通知するものとする。

② プレゼンテーション審査

ア 審査の通則

書類審査により選定された提案事業について審査する。

イ 審査方法

提案団体からの公開プレゼンテーション及びこれに伴う質疑応答を市民協働推進会議に

おいて行う。 

ウ プレゼンテーションを行う者

(ｱ) プレゼンテーションを行う者は、提案団体の代表者又はその関係者とする。

(ｲ) 複数の団体により共同して提案された事業である場合は、当該提案団体の間で、前号

によるプレゼンテーションを行う者を調整するものとする。

エ プレゼンテーションの内容

プレゼンテーションは、実施要綱第６条第１項に掲げる書類の内容に関する説明を行うも

のとし、書類審査選定事業と関連性のないもの及び他の事業などに対する賛否を表明するこ

資料３ 
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とはできない。 

オ プレゼンテーションの方法等

(ｱ) プレゼンテーションは、事業ごとに行うものとする。

(ｲ) プレゼンテーションごとに当該説明に対する審査委員の質疑を行うものとする。

(ｳ) プレゼンテーションの順序は、原則として実施要綱第３条の規定による提案の受付順

とする。

(ｴ) プレゼンテーションの時間は、一事業当たり１５分以内とする。

カ 審査基準

別表に掲げる審査基準により、審査委員が５点満点で評価する。

キ 採択すべき事業

前項審査基準により、各審査委員が評価した点数を集計し、各審査委員の合計点数が満点

合計の６割以上の事業とする。ただし、６割未満の事業であっても、審査委員の過半数が推

薦する事業については、採択すべき事業とすることができる。 

ク 審査結果

(ｱ) 審査結果には、採択又は不採択についての理由を付するものとする。

(ｲ) 採択に当たっての条件を付すことができるものとする。

(ｳ) 審査結果の公表に当たっては、採択順位を付するものとする。

ケ 審査結果の通知

推進会議は、前項の規定による審査の結果について、提案団体に通知するものとする。

４ 優先順位 

  採択は予算の範囲内で行うものとし、採択すべき事業の順位は協働型事業の継続事業を優先する

ものとする。 

５ 委任 

前各項に定めるもののほか、武蔵村山市協働事業提案制度に基づく提案事業の審査につ 

いて必要な事項は、推進会議の座長が推進会議に諮って定める。 

６ その他 

（別表） 

審 査 項 目 審 査 基 準 配 点 基 準 

地
域
的
・
社
会
的
課
題
、
事
業
の
目
的 

市の現状から考

え ら れ る 

課 題 

◎ 客観的データ等を把握し、市の現

状を的確に捉えているか。

◎ 抽出された課題は地域課題、社会

的課題を合致し、市民のニーズを捉

えているか。

充分に捉えている ５点 

おおむね捉えている  ４点 

普通である    ３点 

あまり捉えていない  ２点 

全く捉えていない １点 

事 業 目 的 と 

達 成 目 標 

◎ 事業目的は地域課題を解決するた

めに、適切であるか。

◎ 実現可能な目標が設定されている

か。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である  ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

事
業
の
内
容

事 業 内 容 

◎ 課題解決の手法は、妥当性、先駆

性、独創性等があるか。

◎ 地域課題を効果的・効率的に解決

する事業内容となっているか。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である  ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

事 業 効 果 

◎ 市民の満足度が高まり、具体的な

効果・成果（質の高い又は多様なサ

ービス等を受けることなど）が期待

充分に期待できる ５点 

おおむね期待できる  ４点 

普通である  ３点 
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できるか。 あまり期待できない  ２点 

全く期待できない １点 

実 施 体 制 

◎ 事業を実施する上で必要な知識や

経験を有した人員が確保されている

か。

◎ 課題解決に向け、地域等との必要

な連携が図られているか。

◎ 事業を実施する上で適切な人員数

が確保されているか。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である  ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

スケジュール

◎ 計画どおりに実施が可能である

か。

◎ 設定した目標を達成できるような

計画的なスケジュールが組まれてい

るか。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である  ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

協
働
の
必
要
性

協働の意義と必

要 性 

◎ 提案団体と市が協働することによ

り事業をより効果的（お互いを補完

したり、お互いの特性を発揮するこ

とにより効果的な実施が可能になる

など）に行うことが期待できるか。

充分に期待できる ５点 

おおむね期待できる  ４点 

普通である  ３点 

あまり期待できない  ２点 

全く期待できない １点 

協 働 の 

役 割 分 担 

◎ 提案団体と市との役割分担が明確

かつ妥当なものであるか。

◎ 行政のノウハウの活用など、多様

な役割が引き出されているか。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

中
長
期
計
画

継 続 能 力 

◎ 提案した事業を継続していくため

に、組織の成長・自立を考えた中長

期的な展望を持っているか。

◎ 団体自ら資金や人材の確保に努め

ているか。

◎ 将来的な事業継続の見込みは感じ

られるか。

充分に感じられる ５点 

おおむね感じられる  ４点 

普通である  ３点 

あまり感じられない  ２点 

全く感じられない １点 

（委員一人あたり４５点満点） 
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○武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱

平成23年８月３日訓令（乙）第119号 

改正 

平成24年３月27日訓令乙第21号 

平成25年３月15日訓令乙第７号 

平成25年６月14日訓令乙第107号 

平成26年３月３日訓令乙第８号 

平成27年３月31日訓令乙第42号 

平成29年５月25日訓令乙第113号 

平成30年４月25日訓令乙第80号 

平成31年４月25日訓令乙第51号 

令和２年８月20日訓令乙第183号 

武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民活動団体から提案のあった協働事業の実施に関し必要な手続等を定めるこ

とにより、市政への市民参加を促進するとともに、市民による地域の課題、社会的課題等の解決に

つなげ、もって暮らしやすい地域社会の形成に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「市民活動団体」とは、特定非営利活動法人、ボランティア団体、自治会

その他の自主的に社会貢献活動（当該活動により得た利益の分配を目的としないものに限る。）を

行う団体であって、次に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

(１) 武蔵村山市内を主な活動範囲としていること。

(２) 定款、規約、会則等を有し、かつ、会員名簿を備えていること。

(３) ５人以上の者で組織されていること。

(４) 次のいずれにも該当しない団体であること。

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするもの

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもの

資料４ 
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ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。以下同じ。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、

支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもの 

エ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。） 

オ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にあるもの 

カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５条及び

第８条に規定する処分を受けているもの又はその構成員の統制の下にあるもの 

２ この要綱において「協働事業」とは、協働型事業及び団体育成型事業であって、この要綱に定め

るところにより武蔵村山市（以下「市」という。）から補助金の交付を受けて行うものをいう。 

３ この要綱において「協働型事業」とは、市民活動団体がその専門性、柔軟性等をいかして実施す

る公益性の高い事業であって、当該事業の目的を市と共有するとともに、市との役割分担、経費負

担等について、企画立案、事業の実施及び事業終了後の評価まで一貫して市と連携を図るものをい

う。 

４ この要綱において「団体育成型事業」とは、協働型事業の実施を目指す市民活動団体の企画力及

び事業遂行能力の向上に資する公益性の高い事業であって、市民活動団体が単独で企画し、及び実

施するものをいう。 

（推進会議の設置） 

第３条 第10条第１項の規定による審査及び第19条第１項の規定による評価を行う機関として、武蔵

村山市市民協働推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、市長の求めに応じ市民協働の推進に関し必要な事項を協議して、その結果を市長に

報告するものとする。 

３ この要綱に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（協働事業の提案） 

第４条 市民活動団体は、市長に対して、協働事業の実施について提案することができる。ただし、

一の年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう。）において二以上の協働事業を実施すること

となる提案をすることはできない。 

２ 協働事業の実施についての提案は、市長が行う公募に応じて行わなければならない。 

３ 協働事業としてその実施について提案することができる事業は、第１号から第３号までのいずれ

にも該当する事業であって、かつ、第４号から第７号までのいずれかに該当するものとする。 
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(１) 地域の課題又は社会的課題の解決につながる事業

(２) 市民のニーズに柔軟に対応し、具体的な成果が期待できる事業

(３) 人員計画、実施予定及び予算の積算が適正である事業

(４) 市民の地域活動への参画が促進される事業

(５) 市と協働して実施することにより、市及び市民活動団体双方の事業の推進に相乗効果が期待

できる事業 

(６) 市民活動団体の基盤強化や人材育成につながる事業

(７) 協働の目的意識や役割分担等が明確で協働のまちづくりにつながる事業

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、同項の規定による提案の対象

としない。 

(１) 現に協働事業として実施された事業と同一と認められる事業（同一の市民活動団体が実施し

たものに限る。） 

(２) 営利のみを目的とした事業

(３) 特定の個人や市民活動団体のみが利益を受ける事業

(４) 学術的な研究のみを目的とした事業

(５) 調査のみを目的とした事業

(６) 公の機関の補助対象となっている事業

(７) 交流又は親睦のみを目的とした事業

(８) 宗教活動又は政治活動を目的とした事業

(９) 公の秩序又は善良の風俗に反する事業

（協働事業の期間） 

第５条 協働事業の実施期間は、協働型事業にあっては三年度（前条第２項の規定による公募が行わ

れなかった年度を除く。）にわたる期間とし、団体育成型事業にあっては一の年度にわたる期間と

する。ただし、団体育成型事業については、当該事業を実施した後、自主的な社会貢献活動のため、

再度、同一の事業を実施しようとする場合、一度に限り、協働型事業として採択を受けることがで

きる。 

（事業の公募） 

第６条 市長は、協働事業の実施についての提案を募集しようとするときは、あらかじめ、公募の期

間、選考審査の基準その他公募に必要な事項を規定した募集要項（以下単に「募集要項」という。）

を定め、これを公表しなければならない。 

（提案の手続） 

-　39　-



第７条 協働事業の実施についての提案は、次に掲げる書類を募集要項に定める期日までにボランテ

ィア・市民活動センター（以下「センター」という。）を経由して市長に提出することにより行う

ものとする。 

(１) 協働事業提案制度提案書（第１号様式）

(２) 協働事業提案制度企画書（第２号様式）

(３) 協働事業提案制度収支予算書（第３号様式）

(４) 提案団体概要書（第４号様式）

(５) 前各号に掲げるもののほか、募集要項に定める書類

２ 協働型事業における二年度目以降の事業については、次に掲げる書類を別に定める期日までに市

長に提出するものとする。 

(１) 協働事業提案制度実施計画書（第５号様式）

(２) 協働事業提案制度単年度収支予算書（第６号様式）

（担当課の決定及び事前調整） 

第８条 市長は、前条の規定による提案があったときは、速やかに当該提案に係る事業を担当する課

（以下「担当課」という。）を定め、その旨を通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受領した担当課は、速やかに前条の規定による提案をした団体（以下「提

案団体」という。）及びセンターとの事前調整を行い、提案内容を確定し、市長に提出しなければ

ならない。 

（提案の辞退） 

第９条 提案団体は、諸事情により提案を辞退する必要が生じたときは、その旨を書面により市長へ

提出しなければならない。 

２ 前項の書面の提出期限は、審査に係る推進会議が開催される日の７日前までとする。 

（審査） 

第10条 市長は、第７条の規定による提案があったときは、推進会議にその内容を審査させ、当該提

案に係る協働事業の採択の適否について報告させるものとする。 

２ 審査に関し必要な事項は、推進会議において別に定める。 

（採択事業の決定） 

第11条 市長は、前条第１項の規定による報告を受けた上で、当該提案に受けた事業の候補とされる

べき事業（以下「採択候補事業」という。）とするか否かを決定するものとする。この場合におい

て、市長は、当該提案を受けた事業を採択候補事業としたときは、提案団体に対し通知するものと

する。 
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２ 前項後段の規定による通知を受けた提案団体は、当該事業の実施に備えなければならない。 

３ 担当課は、前項の実施団体の取組に協力しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定により採択候補事業とした事業について、その補助に要する予算が議会で

議決されたときは、当該事業を協働事業として採択するか否かを決定するものとする。 

（決定の通知） 

第12条 市長は、前条の規定による提案を受けた事業について、前条第１項に規定する採択候補事業

としなかったとき又は同条第４項の規定により共同事業として採択し、もしくは不採択としたとき

は、協働事業提案制度採択（不採択）通知書（第７号様式）により、提案団体に通知するものとす

る。 

（決定の取消し） 

第13条 市長は、提案団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第11条の規定による採

択の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により決定を受けたとき。

(２) 市民活動団体に該当しなくなったとき。

(３) その他協働事業を実施する団体（以下「実施団体」という。）として市長が適当でないと認め

たとき。 

（団体概要の変更） 

第14条 提案団体は、やむを得ない事由により提案団体概要書の内容に変更が生じたときは、提案

団体概要変更届（第８号様式）を速やかに市長に提出し、推進会議において承認を受けなければ

ならない。 

（事業の実施時期） 

第15条 実施団体は、第12条の規定により採択することに決定された協働事業の実施に関し、市が新

たに予算措置を講ずる必要がある場合においては、市が必要な予算措置を講じた後でなければ、当

該協働事業を実施してはならない。 

（予算措置） 

第16条 協働事業の実施に関し必要な予算は、協働推進部協働推進課が、計上するものとする。 

（補助金の交付） 

第17条 市長は、募集要項に定める補助対象について、実施団体に対し、当該協働事業の実施に関す

る経費の補助として、別に定めるところにより、補助金を交付するものとする。 

（事業報告） 
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第18条 実施団体は、当該年度における協働事業の実施が終了したときは、遅滞なく、次に掲げる書

類を市長に提出しなければならない。 

(１) 協働事業提案制度事業結果報告書（第９号様式）

(２) 協働事業自己評価書（第10号様式）

(３) 協働事業提案制度収支決算書（第11号様式）

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 市担当課は、当該年度における協働事業の実施が終了したときは、遅滞なく、前項第２号に掲げ

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 実施団体は、市長又は推進会議から求められた場合は、事業実施年度の途中に事業の状況報告を

行わなければならない。 

（事業の評価） 

第19条 市長は、前条第１項の規定による書類の提出があったときは、推進会議の意見を聴いた上で、

当該報告に係る協働事業の評価を行うものとする。 

２ 推進会議は、前項の規定による当該報告に係る事業の評価について求めがあったときは、前条の

規定により提出された書類及び次項の規定による説明の聴取の結果を踏まえ、市長に報告するもの

とする。 

３ 推進会議は、実施団体の代表者又は関係者及び担当課の職員を会議に出席させて、説明を聴取す

ることができる。この場合において、当該説明の聴取及びこれに伴う質疑は、原則として公開する

ものとする。 

４ 評価に関し必要な事項は、推進会議において別に定める。 

５ 市長は、第１項の規定により評価を行ったときは、協働事業提案制度評価通知書（第12号様式）

を実施団体に交付するものとする。 

（公表） 

第20条 市長は、各年度において、前年度に実施された実施事業の内容及び実施状況、前条の規定に

よる評価の結果等を公表するものとする。 

（委任） 

第21条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（武蔵村山市市民協働推進会議設置要綱の廃止） 

武蔵村山市市民協働推進会議設置要綱（平成21年武蔵村山市訓令（乙）第91号）は、廃止する。 

附 則（平成24年３月27日訓令（乙）第21号） 
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この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月15日訓令（乙）第７号） 

この要綱は、平成25年３月15日から施行する。 

附 則（平成25年６月14日訓令（乙）第107号） 

この要綱は、平成25年６月14日から施行する。 

附 則（平成26年３月３日訓令（乙）第８号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成26年３月３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱第11条の規定は、平成26年４月１

日以後に採択の決定を行った協働事業について適用する。 

附 則（平成27年３月31日訓令（乙）第42号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成27年３月31日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱第13条の規定は、平成27年４月１

日以後に採択を行った協働事業について適用する。 

３ 平成27年度に２年目の事業提案を行う団体については、当該年度に係る補助金の限度額を

800,000円、翌年度に係る補助金の限度額を700,000円とし、平成27年度に３年目の事業提案を行

う団体については、当該年度に係る補助金の限度額を700,000円とする。 

附 則（平成29年５月25日訓令（乙）第113号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成29年５月25日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の第６条の規定は、平成29年６月１日以後に新たに提出される協働事業の

実施に係る提案について適用し、同日以前に提出される提案については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年４月25日訓令（乙）第80号） 

この要綱は、平成30年５月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月25日訓令（乙）第51号） 

この要綱は、平成30年４月25日から施行し、同月１日から適用する。 

附 則（令和２年８月20日訓令（乙）第183号） 
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 この要綱は、令和２年８月20日から施行し、改正後の武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱の規定

は、同年４月１日から適用する。 
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武蔵村山市協働事業提案制度令和５年度実施事業報告会実施要領 

１ 開催目的 

協働事業の成果をこれからの協働に生かし協働の質を高めるとともに、協働事業の信頼性・透明

性の向上を図ることを目的に開催する。 

２ 開催日時 

令和６年４月２４日（水）午後６時３０分から 

３ 開催場所 ボランティア・市民活動センター会議室 

４ 主 催 武蔵村山市市民協働推進会議（以下「推進会議」という。） 

５ 出 席 者 実施団体、市担当課、推進会議委員及び一般参加者 

６ 事 務 局 協働推進部協働推進課 

７ 実施方法 

⑴ 実施団体、市担当課（協働事業型の場合）は協働事業自己評価書（達成度別の５段階評価及び

評価の理由）に基づき自己評価を行い、協働推進課において取りまとめた上で、報告会出席者に

配布する。

⑵ 実施団体及び市担当課は武蔵村山市協働事業提案制度実施事業結果報告書に基づき、事業報告

を行う。報告の時間は、一事業当たり１０分以内とする。

⑶ 報告会出席者との質疑応答を行い、推進会議は、適宜助言を行う。質疑応答の時間は、一事業

当たり１５分程度とする。

⑷ 実施団体、市担当課及び一般参加者の退席後、推進会議で事業評価を行う。

８ 評価項目 

⑴ 現状・課題・目的

市の現状・課題を適切に把握していたか。

地域の課題解決につながったか。

目標を達成することはできたか。

⑵ 事業内容

事業の実施方法や手法はどうだったか。

設定した事業の効果は得られたか。

事業スケジュールに問題はなかったか。

事業の実施体制はどうだったか。

効率的なコストで事業運営ができたか。

⑶ 協働という事業形態（◎は協働型事業のみ、●は団体育成型事業のみ）

市民活動団体等の持つ特性を発揮できたか。 

協働事業として実施する意義があったか。 

◎協働相手は妥当だったか。

◎事前の話合いを十分に行い、役割は明確になっていたか。

◎事業の進捗状況等について情報交換などの意思疎通は十分だったか。

◎単独で実施するより効率的・効果的に実施できたか。

◎問題発生に際し、適切に対応したか。

◎今後の課題と改善策をお互いに話し合ったか。

●協働型事業への発展が見込めるか。

資料５ 
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⑷ 実施能力

事業を実施して、団体の実施能力は向上したか。

事業の結果を踏まえた今後の展望を明確に持っているか。

⑸ 事業実施を通して学んだことは何か。

⑹ 新たに気付いた課題は何か。

９ 評価基準 

  各評価項目１点～５点の５段階で評価を記入するものとし、評価の基準は別紙のとおりとする。
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別 紙 

基　準

当初の計画・目標を大きく下回った。改善すべき課題が数多く、根本から
見直す必要がある。

当初の計画・目標を下回った。不十分な内容であり、課題を解消していく
必要がある。

おおむね当初の計画・目標どおりだった。一部に課題を残しており、今後
の改善が望まれる。

当初の計画・目標どおりだった。今後はさらなる工夫や改善により、より
効果的に事業を実施していくことが期待される。

当初の計画・目標を上回った。事業をさらに発展させ、より大きなインパク
トを実現することが期待される。

基　準

事業からの学びがあり、それを今後の活動に生かそうとする姿勢が感じ
られるか。

５　とても感じられる
４　感じられる
３　どちらともいえない
２　あまり感じられない
１　全く感じられない

新たな課題やニーズへの気付きがあり、それに取り組んでいく姿勢が感
じられるか。

５　とても感じられる
４　感じられる
３　どちらともいえない
２　あまり感じられない
１　全く感じられない

事業実施を通して学んだことは何か

項　目

新たに気付いた課題は何か

協働事業提案制度  評価基準

　「事業実施を通して学んだこと」「新たに気付いた課題」の２項目については、下記の基準で評価する。

点　数

1

2

3

4

5
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武蔵村山市協働事業提案制度 

令和５年度実施事業評価報告書 

令和６年９月 

武蔵村山市市民協働推進会議 




